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地域の防犯力向上推進事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１ 知事は、犯罪のない安全で安心なまちづくりのため、市町村が行う防犯カメラの設

置及び地域団体等による防犯カメラ設置の取組を支援する事業（以下「事業」という｡)

に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に

関しては、新潟県補助金等交付規則（昭和32年新潟県規則第7号。以下「規則」とい

う｡)に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（用語の定義）

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ該当各号に定めると

おりとする。

(1) 防犯カメラ 犯罪の防止を目的として継続的に設置される映像機器及びこれに付

属する機器をいう。

(2) 地域団体等 自治会、町内会、ＰＴＡなど地域防犯活動を行う団体その他の団体

で知事が認めたもの。

（交付基準）

第３ この補助金は、別記の基準により交付するものとする。

（交付条件）

第４ この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。

(1) 設置場所ごとの総事業費の変更（補助金額が変更する場合に限る。）をする場合

には、知事の承認を受けること。

(2) 事業の内容の変更（設置場所の大幅な変更等重大な変更に限る。）をする場合に

は、知事の承認を受けること。

(3) 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けること。

(4) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、

速やかに知事に報告してその指示を受けること。

(5) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類

を５年間保管しておかなければならないこと。

(6) 補助事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行わなければならないこと。

（交付申請書）

第５ 規則第３条第１項の規定による申請書は、別記第１号様式のとおりとし、別に定め

る日までに知事に提出しなければならない。

（変更の承認申請）

第６ 第４の(1)又は(2)の規定により知事の承認を受けようとする場合には、別記第２号

様式による変更承認申請書を知事に提出しなければならない。
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（事業の中止又は廃止の承認申請）

第７ 第４の(3)の規定により知事の承認を受けようとする場合には、別記第３号様式に

よる事業中止（廃止）承認申請書を知事に提出しなければならない。

（事業が予定期間内に完了しない場合等の報告）

第８ 第４の(4)の規定により知事の指示を求める場合には、事業が予定の期間内に完了

しない理由又は事業の遂行が困難となった理由及び事業の遂行状況を記載した書類を

知事に提出しなければならない。

（実績報告書）

第９ 規則第12条の規定による実績報告書は、事業の完了の日から起算して30日を経過し

た日又は補助金の交付決定のあった年度の翌年度の４月30日のいずれか早い期日まで

に別記第４号様式により知事に提出しなければならない。

ただし、知事が特に必要があり、かつ、予算の執行上支障がないと認められるとき

は、この期日を繰り下げることがある。

(取得財産の処分の制限)

第10 規則第19条第４号及第５号に規定する知事が定める財産は、この事業により取得し

た価格が50万円以上の機械及び器具とする。

２ 規則第19条ただし書きに規定する知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等

に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数に相当する期間とする。

(補助金の交付)

第11 知事は、第９の規定による実績報告があったのちに、補助金の精算払により、交付

するものとする。

(その他)

第12 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。



3

別記補助基準（第３関係）

１ 補助対象経費

補助金の対象となる経費は、次のとおりとする。

(1) 防犯カメラ、録画装置等防犯カメラを構成する機器の購入費

(2) 防犯カメラ等設置工事費

(3) 防犯カメラによる撮影を表示する看板等設置費用

(4) その他設置に要する費用

２ 設置場所

この補助金の対象となる防犯カメラは、次に掲げる公共の場所を撮影するものとする。

(1) 道路

(2) 公園

(3) 広場

(4) 海岸

(5) 河川

(6) 鉄道の駅の自由道路

３ 補助額及び補助率

補助率は、次の各号に掲げる額の２分の１以内とする。ただし、補助額の上限は１

台あたり10万円とし、１台あたりの補助額に1,000円未満の端数が生じた場合は、その

端数を切り捨てた額とする。

(1) 市町村が設置するのに要する上記１に掲げる経費の合計額

(2) 地域団体等が設置するのに要する上記１に掲げる経費に対し、市町村が必要と認め

補助する額

４ 補助条件

(1) 防犯カメラの円滑な管理運用を行うため、県が定める「防犯カメラの設置及び利用

に関する指針」及び「民間の防犯カメラの設置及び利用に関する留意事項」に基づく

管理運用規程を策定すること。

また、ＩＤ・パスワードを適切に設定するなど情報流出防止に万全を期すこと。

(2) 防犯カメラ設置場所の所有者等の同意を得ること。

(3) 防犯カメラの撮影範囲は必要最小限とし、その撮影範囲内の住民等の同意を得るこ

と。

(4) 防犯カメラの設置による犯罪抑止効果を高めるため、カメラによる撮影を示す看板

等を設置すること。

(5) 防犯カメラは、特別の事情がある場合を除き、継続して１年以上設置すること。


